別記第１号様式

令和　　年度研修生受入環境整備支援事業計画承認申請書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
（申請者）　〒　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(住所,　　　)住所　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(名称,　　　)名称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
ＴＥＬ　　　　　　　　　　　
　　令和　　年度研修生受入環境整備支援事業について、別紙のとおり事業計画を作成したので、「研修生受入環境整備支援事業実施要領」第４条の１に基づき提出します。
　別紙
令和　　年度研修生受入環境整備支援事業　事業計画
　Ⅰ　事業計画申請者の概要
	事業計画申請者名
	

	代表者名
	

	申請者となる機関
・団体の構成
	

	機関・団体の設置
目的等
	

	事業担当者名及び連絡先
	連絡先　tel:　　　　　　　　　　fax:


　Ⅱ　事業計画
　１　事業目的
	


　２　事業内容
	


　※　別様により事業概要を説明する図や資料などを添付することも可
　　　なお、施設等の整備にあっては、施設等の設置場所、購入する施設等のメーカー、規格等、工事等の内容がわかるよう具体的に記載すること。
　３　事業期間
	


　４　研修生受入計画
	令和　　年度
	人

	令和　　年度
	人

	令和　　年度
	人

	令和　　年度
	人

	令和　　年度
	人

	 eq \o\ad(備考,　　　)備考
	


　※　施設整備等に関連した研修生の予定人数を整備した年度から５年間の計画を記載すること。
　　　なお、宿泊施設の整備にあっては、当該家賃の額を備考欄に記載すること。
　５　収支計画
　　(１)　収入の部
	項目
	事業費（a＋b）
	助成金(ａ)
	自己負担金(ｂ)
	備考

	令和　年度
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　(２)　支出の部
	項目
	事業費（a＋b）
	助成金(ａ)
	自己負担金(ｂ)
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　６　添付書類
　　(１)　申請者の機関・団体の定款又は規約の写し
　　(２)　設置場所及び付近の平面図
　　(３)　増築又は改修工事施工箇所の現況写真
　　(４)　設置工事又は増築、改修に係る見積書の写し
別記第２号様式

令和　　年度研修生受入環境整備支援事業助成申請書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
（申請者）　〒　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(住所,　　　)住所　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(名称,　　　)名称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
ＴＥＬ　　　　　　　　　　　
　　研修生受入環境整備支援事業による助成を受けたいので、同事業実施要領第６条に基づき関係書類を添えて申請します。
記
　１　事業の内容
　　別添計画書（別記第１号様式の別紙）のとおり
　２　事業（工事）の実施期間
　　令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日
　３　助成金交付申請額
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　４　添付書類
　　(１)　研修生の受け入れに関する確約書
　　(２)　納税対応状況申請書（別記第３号様式）
　　(３)　工事設計書及び仕様書の写し
別記第３号様式
 eq \o\ad(納税対応状況申出書,　　　　　　　　　　　　　　　)納税対応状況申出書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
（申請者）名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
	納　税　対　応 （予　定）
	該　当　項　目

	１　免税事業者
	

	２　簡易課税制度適用者
	

	３　一般事業者
	

	
	(１)　課税売上割合95％以上
	

	
	(２)　課税売上割合95％未満
	

	
	
	ア　一括比例方式
	

	
	
	イ　個別対応方式
	

	
	
	
	(ア)　課税売上対応
	

	
	
	
	(イ)　共通売上対応
	

	
	
	
	(ウ)　非課税売上対応
	

	４　公共法人等で特定収入割合５％を
	超える
	

	
	以下
	


　注１）この様式は、研修生受入環境整備支援事業助成申請書提出の際に提出すること。ただし、申請時点で３及び４に○印を付けたものについては、該当の有無が明らかになった時点で再度提出（３のうち(２)のイの(ウ)以外の者を除く）すること。
　注２）１又は２に該当する者は３及び４の記載は不要。
　注３）１又は２に該当する以外の者が４の「特定収入割合５％以下」の場合は、３の該当事項についても記載すること。
別記第４号様式

令和　　年度研修生受入環境整備支援事業助成決定通知書
令和　　年　　月　　日　　
　　　（助成対象者）
　　　住　所
　　　名　称
　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人北海道農業公社　　　　　
理事長　小田原　輝和　　　　　
　　令和　　年　　月　　日付けで申請のありました施設等の整備に係る経費の助成について、研修生受入環境整備支援事業実施要領第７条により次のとおり助成を決定しましたので通知します。ただし、事業の実施に当たっては次の事項を守らなければなりません。
記
　１　助成決定内容
	区　　　　　分
	助成対象経費
	助成決定額
	備考

	
	円
円
	
	

	合　　　　　計
	円
	円
	


　２　事業（工事）期間
　　令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日
　３　遵守事項等
　　(１)　本事業により整備した施設等は、善良な管理者の注意をもって適切に管理しなければなりません。
　　　　また、本施設は本事業の趣旨に基づき、研修生の農業生産技術や経営管理技術の習得のための効果的な研修と円滑な就農の支援に努めなければなりません。
　　(２)　次の各号に該当する助成対象事業の内容を変更するときは、あらかじめ理事長の承認を受けなければなりません。
　　　ア　事業の中止又は廃止
　　　イ　施工箇所又は設置場所の変更
　　　ウ　事業費又は助成金の30％を超える変更
　　(３)　この助成金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付けた条件を変更することがあります。
　　(４)　この事業が完了したとき（廃止又は中止の承認を受けたときを含む。）は、速やかに本事業実施要領第８条による完了報告書を提出しなければなりません。
　　(５)　この事業による施設等の整備が完了した年度の翌年度から起算して10年間が経過するまでの間に、次に掲げる変更等をしようとするときは、あらかじめ実施要領第10条による変更報告書により理事長に報告し、理事長の指示に従わなければなりません。
　　　ア　認定就農者等の研修受け入れを中止する場合
　　　イ　認定就農者等の受け入れを１年以上実施できない場合
　　　ウ　本事業により整備した施設等を処分する場合
　　　エ　施工箇所について大幅な改修等を行う場合
　　　オ　施設の設置場所を変更する場合
　　(６)　この事業による滞在施設の整備が完了した年度の翌年度から起算して10年間が経過するまでの間において、理事長の承認を受けないで助成金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはなりません。
　　(７)　虚偽の申請その他不正の行為を行っていた場合、若しくはこの助成決定通知に際して附した条件その他法令等に違反した場合、又は正当な理由がなく(５)のアからウの変更等を行った場合、この決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した助成金の全部若しくは一部の返還を命じることがあります。
　　(８)　この事業に関する帳簿及び関係証拠書類並びに整備に係る仕様書、図面及び写真等の関係書類を整備し、この事業の完了した年度の翌年度から起算して10年間が経過するまでの間、適切に保存しなければなりません。
別記第５号様式
令和　　年度研修生受入環境整備支援事業変更申請書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
（申請者）　　　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
ＴＥＬ　　　　　　　　　　　
　　令和　　年　　月　　日付けで助成決定通知を受けた研修生受入環境整備支援事業について、次のとおり変更したいので、同事業実施要領第８条に基づき関係書類を添えて申請します。
記
　１　変更の内容
　２　変更の理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　３　添付書類
　　　事業計画書（別記第１号様式の別紙）
別記第６号様式
令和　　年度研修生受入環境整備支援事業完了報告書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
住　所　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
　　令和　　年　　月　　日付けで助成決定通知を受けた研修生受入環境整備支援事業について、次のとおり完了したので、同事業実施要領第９条により報告するとともに、同第10条による助成金　　　　　　　円の交付を請求します。
記
　１　事業の完了期日
　　令和　　年　　月　　日
　２　事業の内容
	事業区分
	事業内容
	事業費
	負　担　区　分 （円）
	備考

	
	
	（円）
	助成金
	自己負担
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	
	


　注）事業の内容は計画書（別記第１号様式の別紙）に準じて記載すること。
　３　助成金請求額
　　　　　　　　　　　　　　　　円
　４　助成金振込口座
	金融機関名
	農業協同組合・銀行　　　　　　本所（店）
信用金庫・信用組合　　　　　　支所（店）

	（フリガナ）
口座名義人
	

	口座種別・番号
	種別
	普通・当座
	口座番号
	


　注）金融機関名欄は機関名及び本・支所名を記載するとともに、機関種別及び本支店の別を○で囲むこと。
　５　添付書類（工事を伴う場合）
　　　研修生滞在施設整備工事完成報告書（別記第７号様式）
別記第７号様式
 eq \o\ad(工事完成報告書,　　　　　　　　　　　　　　　)工事完成報告書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
　　令和　　年　　月　　日付けで助成決定通知を受けた研修生受入環境整備支援事業に係る工事（施設導入）は、令和　　年　　月　　日完成（完了）したので、報告します。
記
	工事等の内容
	

	着工年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	竣工年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	事業量
	

	施工箇所
	

	施工業者
	

	工事等完了確認者
	印　　　　

	事業費
	円　　　　　　　

	その他
	


　注１）この様式は、施工工事、施設購入毎に作成すること。
　注２）工事等完了確認者欄は、施設等の引き渡しに立ち合い、施工等の完了確認を行った者の氏名を記載するとともに押印すること。
　注３）この様式には、工事完成（施設導入）写真、請求書の写し、事業費の支払いを証する書面の写し等工事完了に関する関係書類を添付すること。
別記第８号様式
令和　　年度消費税仕入れ控除額報告書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
住　所　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
　　令和　　年　　月　　日付けで助成金確定通知を受けた研修生受入環境整備支援事業について、同事業実施要領第９条第３項に基づき、次のとおり報告します。
記
	１　助成金の確定額
	金　　　　　　　円

	２　助成金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額
	金　　　　　　　円

	３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額
	金　　　　　　　円

	４　要助成金返還相当額（３－２）
	金　　　　　　　円


　注）この報告書には、３の金額の内訳を記載した書面を添付すること。
別記第９号様式
令和　　年度研修生受入環境整備支援事業助成金確定通知書
令和　　年　　月　　日　　
　　　（助成対象者）
　　　住　所
　　　名　称
　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　様
公益財団法人北海道農業公社　　　　　
理事長　小田原　輝和　　　　　
　　令和　　年　　月　　日付けで提出のありました研修生受入環境整備支援事業完了報告について、内容審査の結果、適当と認めて助成金の額を次のとおり確定し、実施要領第10条に基づき通知しますとともに、確定した助成金を申し出の金融機関口座への口座振込により交付します。
　　なお、来年度から起算して10年が経過するまでの間、実施要領第11条に掲げる変更等が生じた場合は速やかに報告し、理事長の指示に従ってください。
記
　１　助成金の確定額
	事　業　区　分
	助成対象経費
	助成金交付確定額
	備考

	
	円
	
	

	合　　　　　計
	
	円
	


　２　助成金振込口座
	金融機関名
	

	（フリガナ）
口座名義人
	

	口座種別・番号
	種別
	普通・当座
	口座番号
	


別記第10号様式
研修生受入環境整備支援事業変更等報告書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
住　所　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
　　令和　　年　　月　　日付けで助成金確定通知を受けた令和　　年度研修生受入環境整備支援事業について、次のとおり変更等を生じたので、同事業実施要領第11条に基づき報告します。
記
　１　変更等の区分（該当項目○印）
	(１)　受　　入　　中　　止
	
	

	(２)　受　　入　　中　　断
	
	

	(３)　 eq \o\ad(施設等処分,　　　　　　　　　　)施設等処分
	
	

	(４)　 eq \o\ad(施工箇所の改修等,　　　　　　　　　　)施工箇所の改修等
	
	

	(５)　 eq \o\ad(設置場所の変更等,　　　　　　　　　　)設置場所の変更等
	
	


　２　処分又は変更の内容（１の(３)、(４)、(５)の場合のみ記入）
	新
	旧

	
	


　３　変更の理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
参考様式
研修生の受け入れ等に関する確約書
令和　　年　　月　　日　　
　　　公益財団法人北海道農業公社
　　　　理事長　小田原　輝和　様
（申請者）名　称　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　印　　
　　公益財団法人北海道農業公社（以下「公社」という。）が実施する研修生受入環境整備支援事業による助成を受けて、研修生用施設等を整備するに当たって、研修生の受け入れ等について次のとおり確約します。
記
　１　この事業で整備した研修生用施設等については、道内での新規就農を目指して研修する認定就農者又は認定就農者となることが確実な者（以下「認定就農者等」という。）を研修生として継続的に受け入れするための施設として利用します。
　２　受け入れた認定就農者等の農業生産技術や経営管理技術の習得のため、効果的な研修の実施に努めます。
　３　受け入れた認定就農者等が研修を完了したときは、円滑な就農が行えるよう配慮します。
　４　認定就農者等の受け入れを継続できない事情が生じた場合などは、本事業実施要領に基づき公社理事長に報告し、その指示に従います。
　５　その他、本道農業の安定的な発展に資するため、農業の担い手の確保、育成に関する施策等に対して、積極的に協力します。
　注）本参考様式は本事業の助成対象者に求められる基本的な事項を記載しているので、助成対象者の実態に即して適宜加除訂正して作成すること。
